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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第18期以前の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。第19期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、希薄化効果を有している潜在

株式が存在していないため記載しておりません。 

 ３．平成17年６月17日をもって、普通株式１株を２株に分割しております。 

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期 

会計期間 

自平成15年 
11月１日 
至平成16年 
４月30日 

自平成16年 
11月１日 
至平成17年 
４月30日 

自平成17年 
11月１日 
至平成18年 
４月30日 

自平成15年 
11月１日 
至平成16年 
10月31日 

自平成16年 
11月１日 
至平成17年 
10月31日 

売上高 （千円） 809,331 1,216,107 1,238,530 2,035,789 2,547,755 

経常利益 （千円） 26,492 111,061 113,406 211,714 306,726 

中間（当期）純利益 （千円） 10,778 65,332 66,600 113,132 179,801 

純資産額 （千円） 289,834 707,264 851,263 660,432 821,783 

総資産額 （千円） 1,048,434 1,525,624 1,790,409 1,562,124 1,549,151 

１株当たり純資産額 （円） 56,060.84 114,629.55 68,984.04 107,039.23 66,595.07 

１株当たり中間（当期）純

利益 
（円） 2,084.90 10,588.81 5,397.12 21,608.47 14,570.63 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 27.6 46.4 47.6 42.3 53.0 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 2,138 △18,006 △179,590 238,814 205,241 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △16,822 △125,091 △35,035 △30,599 △140,865 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △17,572 △33,142 134,714 173,076 △139,771 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
（千円） 503,506 740,813 761,747 917,053 841,658 

従業員数 （人） 62 77 96 67 79 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第18期以前の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。第19期中の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

３．従業員数が第18期において10人増加しましたのは、主として業容拡大にともなう期中採用によるものであり

ます。 

 ４．平成17年６月17日をもって、普通株式１株を２株に分割しております。 

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期 

会計期間 

自平成15年 
11月１日 
至平成16年 
４月30日 

自平成16年 
11月１日 
至平成17年 
４月30日 

自平成17年 
11月１日 
至平成18年 
４月30日 

自平成15年 
11月１日 
至平成16年 
10月31日 

自平成16年 
11月１日 
至平成17年 
10月31日 

売上高 （千円） 809,331 1,216,107 1,238,530 2,035,789 2,547,755 

経常利益 （千円） 26,400 111,216 117,162 211,336 306,836 

中間（当期）純利益 （千円） 10,778 65,332 66,600 113,132 179,801 

資本金 （千円） 258,500 364,750 364,750 364,750 364,750 

発行済株式総数 （株） 5,170 6,170 12,340 6,170 12,340 

純資産額 （千円） 289,834 707,264 851,263 660,432 821,783 

総資産額 （千円） 1,039,341 1,500,322 1,762,638 1,552,746 1,515,861 

１株当たり純資産額 （円） 56,060.84 114,629.55 68,984.04 107,039.23 66,595.07 

１株当たり中間（当期）純

利益 
（円） 2,084.9 10,588.81 5,397.12 21,608.47 14,570.63 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益 
（円） － － － － － 

１株当たり中間（年間）配

当額 
（円） － － － 3,000 3,000 

自己資本比率 （％） 27.9 47.1 48.3 42.5 54.2 

従業員数 （人） 62 77 96 67 79 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更は

ありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であります。なお、従業員数に使用人兼務取締役を含んでおりません。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であります。なお、従業員数に使用人兼務取締役を含んでおりません。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年４月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

システムサービス事業 87 

合計 87 

  平成18年４月30日現在

従業員数（人） 87 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、輸出や生産は増加を続け、企業収益が高水準で推移するもとで設備投

資は引続き増加し、雇用所得も雇用と賃金の改善を反映して緩やかな増加を続け、着実な回復が継続いたしました。

当社グループの属するテレマーケティング業界におきましては、企業のコールセンター導入の根強い需要に支えら

れ市場は拡大傾向で推移いたしましたが、雇用の回復から人材需給の逼迫が課題となってまいりました。 

当社グループにおきましては、営業効率の向上を目標として、システム商品の主たる販売促進方法である商品説明

会セミナーの開催回数の抑制を行った結果、第１四半期の販売が低調に終わった状況を修復するべく、説明会セミナ

ーの開催と小企業向けの低価格な簡易ソリューションパッケージの販売並びに、当社システム顧客に対するＩＰ電話

サービスの販売に注力いたしました。 

この結果、第２四半期におきましては、業績の改善がはかれましたが、第１四半期の業績が低調であったため、当

中間連結会計期間の業績は、前年同期と同程度の水準に止まりました。 

当中間連結会計期間における売上高は1,238百万円（前年同期比1.8％増）と前年同期の水準を維持できましたが、

売上原価率の高いＩＰ電話サービスの構成比が上昇したため、全体の売上原価率が前年同期比で4.0％増加し、販売

費及び一般管理費は831百万円（前年同期比3.2％減）と若干の営業効率改善効果を得られたものの、営業利益は117

百万円（前年同期比2.8％減）となりました。営業外損益につきましては、匿名組合の債務保証の履行に備えた債務

保証損失引当金の新たな発生がなかったため、営業外費用は8百万円（前年同期比42.4％減）となり、経常利益は113

百万円（前年同期比2.1％増）、中間純利益は66百万円（前年同期比1.9％増）となりました。 

営業の状況を区分別に申し上げますと次のとおりとなります。 

①システム販売 

平成18年１月より主力商品である全自動テレマーケティングシステムの小企業における市場拡大をはかるため、

低価格な簡易ソリューションパッケージの販売を開始するとともに、第２四半期においては主たる販売促進方法で

あるセミナー開催を積極的に行うことで、販売強化に努めました。 

この結果、システム販売は935百万円（前年同期比1.9%減）と、前年同期の水準を維持できました。 

②サービス収入 

継続的取引先の確保によりＡＳＰサービスの収入は安定したものの、システム販売の低調に伴うサポート商品の

売上減少により、サービス収入は85百万円（前年同期比5.0%減）となりました。 

③加盟金収入 

新規の加盟契約数は67社と前期比微減（前年同期69件）となりましたが、加盟契約金額の高いパートナー契約の

構成比率が高まったことから、加盟金収入は163百万円（前年同期比3.2%増）となりました。 

④その他 

ＩＰ電話通話料収入が順調に増加し、その他の売上は54百万円（前年同期比290.9%増）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における連結キャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動によるキャッシュ・フロー

が179百万円の支出となったことなどにより、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は期首残高に比べ79

百万円減少し、761百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において営業活動の結果使用した資金は179百万円（前年同期は18百万円の支出）となりま

した。 

これは、主に売上債権の増加244百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は35百万円（前年同期は125百万円の支出）となりま

した。 

これは、主に定期預金の預入による支出9百万円と投資有価証券の取得による支出12百万円によるものでありま

す。 

（財務活動におけるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において財務活動の結果得られた資金は134百万円（前年同期は33百万円の支出）となりま

した。 

これは、主に長期借入金による収入150百万円によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループは生産を行っておりませんので該当事項はありません。 

(2）仕入実績 

 当社グループはシステムサービス事業を主たる事業として展開しておりますので、事業の種類別の記載をしてお

りません。仕入実績を区分別に示すと次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社グループは受注生産を行っておりませんので記載すべき事項はありません。 

(4）販売実績 

 当社グループはシステムサービス事業を主たる事業として展開しておりますので、事業の種類別の記載をしてお

りません。販売実績を区分別に示すと次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

区分 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

構成比（％） 前年同期比（％） 

システム仕入 （千円） 226,322 74.8 102.5 

サービス仕入 （千円） 28,360 9.4 107.2 

その他 （千円） 47,831 15.8 464.6 

合計 （千円） 302,515 100.0 117.5 

区分 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

構成比（％） 前年同期比（％） 

システム販売 （千円） 935,705 75.5 98.1 

サービス収入 （千円） 85,606 6.9 95.0 

加盟金収入 （千円） 163,000 13.2 103.2 

その他 （千円） 54,217 4.4 390.9 

合計 （千円） 1,238,530 100.0 101.8 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発活動は、「テレマーケティングの低コスト革命」を具現化するシステム開発を基本方針と

して、顧客に支持される製品作りを目標にしてまいりました。 

   当中間連結会計期間における開発案件別の研究開発活動を示すと、次のとおりであります。 

  ①システム販売関連 

   酒販店等のご用聞き（発注確認）機能に特化した、低価格なテレマーケティングシステムの開発を行いました。基

  本部分が完成し、当連結会計期間中にリリースの予定であります。 

   当中間連結会計期間において、当社グループが支出したシステム販売関連の研究開発費は4,656千円であります。 

  ②サービス収入関連 

   ＡＳＰサービスにおいて、次の開発を行いました。 

  ・人材派遣社員の出勤退勤管理サービスに、音声による伝言機能を追加したバージョンアップ 

  ・サポート、営業訪問等の希望日時受付サービス 

  ・ボイスメールシステムの試作 

  ・携帯用グループウエア 

   当中間連結会計期間において、当社グループが支出したサービス収入関連の研究開発費は7,060千円であります。 

   当中間連結会計期間における当社グループが支出した研究開発費の総額は11,717千円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成18年１月26日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役、執行役員、従業員のいずれ

かの地位を有していること、あるいは当社と顧問契約を締結していることを要する。ただし、新株予約権の発

行にかかる当社取締役会決議において、本条件の例外を定めた場合についてはこの限りではない。 

なお、新株予約権割当を受けた者について、法律や重大な社内規則等の違反、会社に対する背信行為があっ

た場合には権利を喪失するものとする。 

２．その他の新株予約権の行使の条件は、新株予約権の発行にかかる当社取締役会決議に基づき、当社と新株予

約権の割当を受ける者との間で締結する「新株予約権割当契約」による。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 49,360 

計 49,360 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年４月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年７月21日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 12,340 12,340 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 12,340 12,340 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年４月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年６月30日） 

新株予約権の数（個） 600 600 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 600 600 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 479,158  同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年２月１日 

至 平成23年１月31日 
 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

479,158 

239,579 
 同左 

新株予約権の行使の条件 （注）１，２  同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
取締役会の承認を要するもの

とする。 
 同左 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年11月１日～

平成18年４月30日 
－ 12,340 － 364,750 － 165,400 



(4）【大株主の状況】 

（注）コメルツ投信投資顧問株式会社から、平成18年４月11日付で提出された大量保有報告書により、同日現在で

800株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間連結会計期間末時点における所有株式数

の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、コメルツ投信投資顧問株式会社から平成18年４月11日付で提出された大量保有報告書の内容は、以下の

とおりであります。 

大量保有者                 コメルツ投信投資顧問株式会社 

住所                    東京都千代田区内幸町２丁目２－１ 

所有株式数                 800株 

発行済株式総数に対する所有株式数の割合   6.5％ 

  平成18年４月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

仲吉 昭治 埼玉県春日部市 2,660 21.6 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 1,055 8.5 

仲吉 禮子 埼玉県春日部市 525 4.3 

株式会社バンダイナムコホー

ルディングス 

東京都港区港南２丁目16－２ 

太陽生命品川ビル 
400 3.2 

ニッセイ・キャピタル株式会

社 

東京都千代田区有楽町１丁目10－１ 

有楽町ビルヂング 
360 2.9 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－11 345 2.8 

武末 康晴 静岡県三島市 262 2.1 

日興シティ信託銀行株式会社

（投信口） 

東京都品川区東品川２丁目３－14 

  
247 2.0 

立川 勝吉 福岡県前原市 240 1.9 

第一生命保険相互会社 常任

代理人 資産管理サービス信

託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８－12 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーＺ棟 

200 1.6 

計 － 6,294 51.0 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）役職の異動 

  平成18年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,340 12,340 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 12,340 － － 

総株主の議決権 － 12,340 － 

  平成18年４月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成17年11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 

最高（円） 352,000 538,000 571,000 536,000 447,000 384,000 

最低（円） 312,000 316,000 411,000 358,000 324,000 328,000 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 
開発部門統括兼

開発部長 
常務取締役 

開発部門統括兼

開発部長兼市場

開発部長 

道脇 正浩 平成18年５月２日 

取締役 
第２営業部門統

括 
取締役 

第１営業部門統

括ネットワーク

本部長兼通信販

売室長 

藤江 常雄 平成18年５月２日 

取締役 
第１営業部門統

括 
取締役 

第２営業部門統

括兼システム第

１課長 

李 世民 平成18年５月２日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年11月１日から平成17年４月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３号のただ

し書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則を適用しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年11月１日から平成17年４月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３号のただし書

きにより、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年11月１日から平成17年４月30

日まで）及び当中間連結会計期間（平成17年11月１日から平成18年４月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中

間会計期間（平成16年11月１日から平成17年４月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年11月１日から平成18年

４月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 

（平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年４月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金     815,344 854,293   925,193 

２．受取手形及び売掛金     320,768 492,919   248,812 

３．有価証券     1,003 1,003   1,003 

４．たな卸資産     75,770 90,090   48,975 

５．その他     71,609 90,096   82,392 

貸倒引当金     △2,477 △8,222   △1,000 

流動資産合計     1,282,019 84.0 1,520,181 84.9   1,305,377 84.3

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産 ※１   37,827 41,677   35,337 

２．無形固定資産     19,801 23,519   19,366 

３．投資その他の資産         

(1）投資有価証券   100,181 112,485 100,266   

(2) その他   86,219 93,055 89,419   

貸倒引当金   △425 185,976 △510 205,031 △615 189,070 

固定資産合計     243,604 16.0 270,228 15.1   243,773 15.7

資産合計     1,525,624 100.0 1,790,409 100.0   1,549,151 100.0

         

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．買掛金    89,340 119,972  98,746 

２．短期借入金    250,000 257,600  190,000 

３．一年内返済予定長期借入
金 

   82,093 56,668  62,436 

４．未払金    174,602 171,004  124,811 

５．未払法人税等    50,000 62,390  91,011 

６．賞与引当金    49,000 50,000  48,000 

７．債務保証損失引当金    8,579 12,729  16,522 

８．その他 ※４  49,017 55,670  55,004 

流動負債合計    752,633 49.3 786,033 43.9  686,531 44.3

Ⅱ 固定負債      

１．長期借入金    26,972 111,665  － 

２．退職給付引当金    3,432 4,643  4,069 

３．役員退職慰労引当金    14,000 17,100  15,300 

４．その他    4,600 4,662  4,700 

固定負債合計    49,004 3.2 138,070 7.7  24,069 1.6

負債合計    801,637 52.5 924,104 51.6  710,601 45.9

 



    
前中間連結会計期間末 

（平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年４月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（少数株主持分）      

少数株主持分    16,722 1.1 15,042 0.8  16,767 1.1

       

（資本の部）      

Ⅰ 資本金    364,750 23.9 364,750 20.4  364,750 23.5

Ⅱ 資本剰余金    165,400 10.9 165,400 9.2  165,400 10.7

Ⅲ 利益剰余金    177,072 11.6 321,121 18.0  291,540 18.8

Ⅳ その他有価証券評価差額金    41 0.0 △8 △0.0  92 0.0

資本合計    707,264 46.4 851,263 47.6  821,783 53.0

負債、少数株主持分及び資
本合計 

   1,525,624 100.0 1,790,409 100.0  1,549,151 100.0

       



②【中間連結損益計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,216,107 100.0 1,238,530 100.0   2,547,755 100.0

Ⅱ 売上原価     235,611 19.4 289,309 23.4   532,459 20.9

売上総利益     980,495 80.6 949,220 76.6   2,015,295 79.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   859,504 70.7 831,629 67.1   1,677,749 65.9

営業利益     120,990 9.9 117,591 9.5   337,546 13.2

Ⅳ 営業外収益         

１．受取利息   536 432 1,027   

２．受取配当金   1 1 3   

３．受取手数料   283 662 454   

４．受取保証料   3,196 383 3,640   

５．受取家賃    936 3,277 1,873   

６．その他   653 5,608 0.5 7 4,765 0.4 748 7,747 0.3

Ⅴ 営業外費用         

１．支払利息   3,116 1,791 5,445   

２．商品評価損   3,841 5,111 16,095   

３．債務保証損失引当金繰入
額 

  8,579 － 16,522   

４．新株発行費   － － 504   

５．貯蔵品処分損   － 1,803 －   

６．その他   － 15,537 1.3 243 8,950 0.7 － 38,567 1.5

経常利益     111,061 9.1 113,406 9.2   306,726 12.0

Ⅵ 特別利益         

１．貸倒引当金戻入益   1,050 － 1,406   

２．債務保証損失引当金戻入
益 

  － 1,050 0.1 3,793 3,793 0.3 － 1,406 0.1

Ⅶ 特別損失         

１．固定資産売却除却損 ※２ 1,319 1,319 0.1 － － － 3,690 3,690 0.1

税金等調整前中間（当
期）純利益 

    110,791 9.1 117,199 9.5   304,442 12.0

法人税、住民税及び事業
税 

  45,784 59,785 135,000   

法人税等調整額   △171 45,613 3.7 △9,223 50,561 4.1 △10,248 124,751 4.9

少数株主利益又は少数株
主損失（△） 

    △154 △0.0 37 0.0   △110 △0.0

中間（当期）純利益     65,332 5.4 66,600 5.4   179,801 7.1

         



③【中間連結剰余金計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）               

Ⅰ 資本剰余金期首残高     165,400   165,400   165,400 

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）
残高 

    165,400   165,400   165,400 

                

（利益剰余金の部）               

Ⅰ 利益剰余金期首残高     130,249   291,540   130,249 

Ⅱ 利益剰余金増加高               

１．中間（当期）純利益   65,332 65,332 66,600 66,600 179,801 179,801 

Ⅲ．利益剰余金減少高                

１．配当金   18,510 18,510 37,020 37,020 18,510 18,510 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）
残高 

    177,072   321,121   291,540 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度の連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間（当期）純利益   110,791 117,199 304,442 

減価償却費   8,532 8,904 18,514 

貸倒引当金の増減額   △1,050 7,117 △2,337 

賞与引当金の増減額   16,000 2,000 15,000 

債務保証損失引当金の増減額   8,579 △3,793 16,522 

退職給付引当金の増減額   709 574 1,346 

役員退職慰労引当金の増減額   1,100 1,800 2,400 

受取利息及び配当金   △537 △434 △1,030 

支払利息   3,116 1,791 5,445 

商品評価損   3,841 － － 

固定資産売却除却損   1,319 － 3,690 

売上債権の増減額   29,595 △244,107 101,551 

たな卸資産の増減額   △52,951 △42,763 △26,574 

仕入債務の増減額   △28,835 21,225 △19,428 

未払消費税等の増減額   △4,199 △8,567 6,449 

その他   △21,554 47,080 △75,310 

小計   74,458 △91,972 350,679 

利息及び配当金の受取額   746 438 1,236 

利息の支払額   △3,151 △1,805 △5,543 

法人税等の支払額    △90,059 △86,251 △141,130 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △18,006 △179,590 205,241 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

定期預金の預入による支出   △9,007 △9,011 △18,011 

有形固定資産の取得による支出   △10,670 △4,764 △14,883 

無形固定資産の取得による支出   △5,611 △6,177 △8,278 

投資有価証券の取得による支出   △100,000 △12,320 △100,000 

貸付による支出   － △330 － 

貸付金の回収による収入   1,249 2,134 3,313 

その他   △1,050 △4,566 △3,006 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △125,091 △35,035 △140,865 

 



    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度の連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入金の純増減額   36,000 67,600 △24,000 

長期借入による収入   － 150,000 － 

長期借入金の返済による支出   △58,132 △44,103 △104,761 

少数株主の払込による収入   7,500 － 7,500 

少数株主への払戻による支出   － △1,762 － 

配当金の支払額   △18,510 △37,020 △18,510 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △33,142 134,714 △139,771 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △176,240 △79,911 △75,395 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   917,053 841,658 917,053 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

※ 740,813 761,747 841,658 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数   ２社 連結子会社の数   ２社 連結子会社の数   ２社 

  連結子会社の名称  匿名組合 連結子会社の名称  匿名組合 連結子会社の名称  匿名組合 

   リース契約に対する債務保証を

目的としたオリックス㈱及びオリ

ックス・プレミアム㈲との匿名組

合を、平成17年１月に新たに１社

設立しており、当中間連結会計期

間より連結の範囲に含めておりま

す。 

   リース契約に対する債務保証を

目的としたオリックス㈱及びオリ

ックス・プレミアム㈲との匿名組

合を、平成17年１月に新たに１社

設立しており、当連結会計期間よ

り連結の範囲に含めております。 

２．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社である匿名組合の中

間決算日は２月28日であります。 

 中間連結財務諸表作成にあたっ

て、当該匿名組合は中間連結決算

日現在で実施した仮決算に基づく

中間財務諸表を使用しておりま

す。 

同左  連結子会社である匿名組合の決

算日は８月31日であります。 

 連結財務諸表作成にあたって、

当該匿名組合は連結決算日現在で

実施した仮決算に基づく財務諸表

を使用しております。 

３．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

① 有価証券 

その他有価証券 

① 有価証券 

その他有価証券 

  イ 時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定しており

ます。）を採用しておりま

す。 

イ 時価のあるもの 

同左 

イ 時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す。）を採用しておりま

す。 

  ロ 時価のないもの 

 移動平均法による原価法

を採用しております。 

ロ 時価のないもの 

同左 

ロ 時価のないもの 

同左  

  ② デリバティブ 

 時価法を採用しております。 

②      － 

  

②      － 

  

  ③ たな卸資産 

 移動平均法による原価法を採

用しております。 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、平成10年11月１日以降

取得した取得価額10万円以上20

万円未満の少額減価償却資産に

ついては、３年間で均等償却す

る方法を採用しております。 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

   主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

有形固定資産   ３～18年 

 主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

有形固定資産   ２～18年 

 主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

有形固定資産   ３～18年 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

  ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

  イ 市場販売目的のソフトウェ

ア 

 見込販売量に基づく償却額

と３年を限度とする残存有効

期間に基づく均等配分額とを

比較し、いずれか大きい額を

償却する方法を採用しており

ます。 

イ 市場販売目的のソフトウェ

ア 

同左  

イ 市場販売目的のソフトウェ

ア 

同左 

  ロ 自社利用のソフトウェア 

 社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採

用しております。 

ロ 自社利用のソフトウェア 

同左  

ロ 自社利用のソフトウェア 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率を、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

の可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左  

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち

当中間連結会計期間の負担額を

計上しております。 

② 賞与引当金 

同左  

② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち

当連結会計年度の負担額を計上

しております。 

  ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間連結会計期間末にお

ける退職給付債務の見込額を計

上しております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額を計上し

ております。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備

えるため、当社役員退職慰労金

規程（内規）に基づく当中間連

結会計期間末要支給額を計上し

ております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備

えるため、当社役員退職慰労金

規程（内規）に基づく当連結会

計年度末要支給額を計上してお

ります。 

  ⑤ 債務保証損失引当金 

 債務保証の履行による損失に

備えるため、その発生可能性を

勘案し、損失負担見込額を計上

しております。 

⑤ 債務保証損失引当金 

同左  

⑤ 債務保証損失引当金 

 同左 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

(5）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

－ 

  

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利キャップ 

ヘッジ対象…借入金 

  

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利キャップ 

 ヘッジ対象…借入金 

  ③ ヘッジ方針 

 金利変動リスクを回避するこ

とを目的として、対象債務の範

囲内でヘッジを行っておりま

す。 

  

  

③ ヘッジ方針 

金利変動リスクを回避するこ

とを目的として、対象債務の範

囲内でヘッジを行っておりま

す。 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段の相場変動

の累計を比較し、両者の変動額

等を基礎にして判断しておりま

す。 

  

  

④ ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段の相場変動

の累計を比較し、両者の変動額

等を基礎にして判断しておりま

す。 

(6）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

４．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



会計処理の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度  
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

 － 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計適

用指針第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。 

  これによる損益への影響はありませ

ん。 

－ 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年11月１日  
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日  
至 平成18年４月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

１．「投資有価証券」は、前中間連結会計期間まで投資

その他の資産の「その他」に含めて表示しておりまし

たが、当中間連結会計期間末において資産の総額の100

分の５を超えたため区分掲記いたしました。 

 なお、前中間連結会計期間末の「投資有価証券」の

金額は176千円であります。 

－ 

２．「未払法人税等」は、前中間連結会計期間まで流動

負債の「その他」に含めて表示しておりましたが、当

中間連結会計期間末において重要性が増したため区分

掲記いたしました。 

 なお、前中間連結会計期間末の「未払法人税等」の

金額は9,000千円であります。 

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年４月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年10月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

39,692千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

      49,772千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

43,761千円 

 ２ 偶発債務 

 次の会社に対して債務保証を行ってお

ります。 

 ２ 偶発債務 

 次の会社に対して債務保証を行ってお

ります。 

 ２ 偶発債務 

 次の会社に対して債務保証を行ってお

ります。 

 当社の連結子会社である匿名組合が業

として行う、当社の製品販売に伴う得意

先のリース債務に対して行う債務保証 

 当社の連結子会社である匿名組合が業

として行う、当社の製品販売に伴う得意

先のリース債務に対して行う債務保証 

 当社の連結子会社である匿名組合が業

として行う、当社の製品販売に伴う得意

先のリース債務に対して行う債務保証 

得意先82社 165,000千円 得意先90社 145,592千円 得意先86社 155,898千円

 ３ 運転資金の効率的な調達を行うため、

取引銀行１行と当座貸越契約を締結して

おります。この契約に基づく当中間連結

会計期間末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

 ３ 運転資金の効率的な調達を行うため、

取引銀行２行と当座貸越契約を締結して

おります。この契約に基づく当中間連結

会計期間末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

 ３ 運転資金の効率的な調達を行うため、

取引銀行１行と当座貸越契約を締結して

おります。この契約に基づく当連結会計

年度末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

当座貸越極度額 200,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 200,000千円

当座貸越極度額 400,000千円

借入実行残高 30,000千円

差引額 370,000千円

当座貸越極度額 200,000千円

借入実行残高 －千円

差引額  200,000千円

※４ 中間連結貸借対照表における消費税等

の表示方法 

 仮受消費税等と仮払消費税等は相殺

し、その差額は流動負債の「その他」に

含めて表示しております。 

※４ 中間連結貸借対照表における消費税等

の表示方法 

同左 

※４        － 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は次のとおりであります。 

広告宣伝費 231,537千円

給与手当 193,090千円

賞与引当金繰入額 45,698千円

役員退職慰労引当金繰入

額 
1,100千円

広告宣伝費 167,782千円

貸倒引当金繰入額 7,412千円

給与手当 203,452千円

賞与引当金繰入額 45,316千円

役員退職慰労引当金繰入

額 
2,400千円

広告宣伝費 414,706千円

給与手当 389,547千円

賞与引当金繰入額 43,117千円

役員退職慰労引当金繰入

額 
2,400千円

※２ 固定資産売却除却損の内訳 ※２        － ※２ 固定資産売却除却損の内訳 

工具器具備品 1,319千円  建物 141千円

工具器具備品 2,423千円

ソフトウェア 1,125千円



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間連結会計期間

末残高と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間連結会計期間

末残高と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の連結会計年度末残

高と連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成17年４月30日現在） （平成18年４月30日現在） （平成17年10月31日現在） 

現金及び預金勘定 815,344千円

有価証券勘定 1,003千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△75,534千円

現金及び現金同等物 740,813千円

現金及び預金勘定  854,293千円

有価証券勘定 1,003千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△93,549千円

現金及び現金同等物 761,747千円

現金及び預金勘定 925,193千円

有価証券勘定 1,003千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△84,538千円

現金及び現金同等物 841,658千円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

工具器具備
品 

13,671 5,101 8,570 

合計 13,671 5,101 8,570 

  
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 
（千円）

工具器具備
品 

13,685 7,844 5,840

合計 13,685 7,844 5,840

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

工具器具備
品 

13,671 6,468 7,203

合計 13,671 6,468 7,203

 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額  (2) 未経過リース料中間期末残高相当額  (2) 未経過リース料期末残高相当額 

一年内 2,857千円

一年超 6,111千円

合計 8,968千円

一年内 2,642千円

一年超 3,327千円

合計 5,970千円

一年内 2,776千円

一年超 4,572千円

合計 7,349千円

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 1,355千円

減価償却費相当額 1,279千円

支払利息相当額 89千円

支払リース料 1,446千円

減価償却費相当額 1,368千円

支払利息相当額 65千円

支払リース料 2,802千円

減価償却費相当額 2,646千円

支払利息相当額 171千円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

 (5) 利息相当額の算定方法 

同左 

 (5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料  

一年内 1,839千円

一年超 2,146千円

 合計 3,985千円

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料  

一年内 1,839千円

一年超 306千円

 合計 2,146千円

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料  

一年内 1,839千円

一年超 1,226千円

 合計 3,066千円



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成16年11月１日 至平成17年４月30日） 

 当社グループの行っているデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しており

ます。 

当中間連結会計期間（自平成17年11月１日 至平成18年４月30日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成16年11月１日 至平成17年10月31日） 

 期末残高がないため、該当事項はありません。 

 前中間連結会計期間末 

（平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年４月30日） 

前連結会計年度 

（平成17年10月31日） 

 種類 
取得原価

（千円） 

中間連結貸

借対照表計

上額(千円) 

差 額

（千円） 

取得原価

（千円） 

中間連結貸

借対照表計

上額(千円)

差 額

（千円） 

 取得原価

（千円） 

連結貸借対

照表計上額

(千円) 

差 額

（千円） 

 株式 110 181 70 110 265 154 110 266 155 

合計 110 181 70 110 265 154 110 266 155 

  
前中間連結会計期間末 

（平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年４月30日） 

前連結会計年度 

（平成17年10月31日） 

 
 中間連結貸借対照表計上額 

（千円） 

 中間連結貸借対照表計上額 

（千円） 

連結貸借対照表計上額 

（千円）  

 その他有価証券       

 非上場株式 100,000 112,220 100,000 

 マネーマネージメントファンド 1,003 1,003 1,003 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成16年11月１日 至平成17年４月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年11月

１日 至平成18年４月30日）及び前連結会計年度（自平成16年11月１日 至平成17年10月31日）において当社

グループは、システムサービス事業の単一セグメントによる事業展開をしておりますので、該当事項はありま

せん。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成16年11月１日 至平成17年４月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年11月

１日 至平成18年４月30日）及び前連結会計年度（自平成16年11月１日 至平成17年10月31日）において本邦

以外の国または地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成16年11月１日 至平成17年４月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年11月

１日 至平成18年４月30日）及び前連結会計年度（自平成16年11月１日 至平成17年10月31日）において、海

外売上高がないため、該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

１株当たり純資産額 114,629円55銭

１株当たり中間純利益 10,588円81銭

１株当たり純資産額 68,984円04銭

１株当たり中間純利益 5,397円12銭

１株当たり純資産額 66,595円07銭

１株当たり当期純利益 14,570円63銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在していないた

め記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

－  当社は平成17年６月17日をもって、

普通株式１株を２株に分割しておりま

す。 

  当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前中間連結会計期間に

おける１株当たり情報は以下のとおり

となります。 

  なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 57,314円77銭

１株当たり中間純利益 5,294円40銭

 当社は平成17年６月17日をもって、

普通株式１株を２株に分割しておりま

す。 

  当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前連結会計年度におけ

る１株当たり情報は以下のとおりとな

ります。 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 53,519円61銭

１株当たり当期純利益 10,804円23銭

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日)

中間（当期）純利益（千円） 65,332 66,600 179,801 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

（うち利益処分による役員賞与） （－） （－） （－） 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
65,332 66,600 179,801 

期中平均株式数（株） 6,170 12,340 12,340 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間純利益金額の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

－   平成18年１月26日定時

株主総会決議に基づき

発行された新株予約権

600個（目的となる株

式：普通株式600株)。

なお、これらの概要は

「第４ 提出会社の状

況，１ 株式等の状況,

(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

－ 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

 平成17年４月１日開催の当社取締役

会の決議に基づき、次のように株式分

割による新株式を発行しております。 

１．平成17年６月17日付をもって普通

株式１株につき２株に分割します。 

(1) 分割により増加する株式数 

普通株式  6,170株 

(2) 分割方法 

平成17年４月30日最終の株主名

簿及び実質株主名簿に記載された

株主の所有株式数を、１株につき

２株の割合をもって分割します。 

２．配当起算日 

  平成17年５月１日 

－ － 

３．当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前中間連結会

計期間及び前連結会計年度におけ

る１株当たり情報、並びに当期首

に行われたと仮定した場合の当中

間連結会計期間における１株当た

り情報は、それぞれ以下のとおり

となります。 

前中間連結
会計期間 

当中間連結
会計期間 

前連結会計
年度 

１株当たり純

資産額 

28,030円42銭 

１株当たり純

資産額 

57,314円77銭 

１株当たり純

資産額 

53,519円61銭 

１株当たり中

間純利益 

1,042円45銭 

 なお、潜在

株式調整後１

株当たり中間

純利益につい

ては、潜在株

式が存在しな

いため記載し

ておりませ

ん。 

１株当たり中

間純利益 

5,294円40銭 

同左 

１株当たり当

期純利益 

10,804円23銭 

 なお、潜在

株式調整後１

株当たり当期

純利益につい

ては、潜在株

式が存在しな

いため記載し

ておりませ

ん。 

  

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

－  平成18年６月29日開催の取締役会に

おいて、スリープログループ株式会社

の行う第三者割当増資に対して、下記

のとおり引受を行うことを決議いたし

ました。 

１．引受の目的 

 主力商品である全自動テレマーケテ

ィングシステムを活用した新たなサー

ビスパッケージの開発、並びに相互の

販売協力を目的とした業務提携契約を

締結しており、当該提携の円滑かつ発

展的な推進を目的としております。 

２．引受の内容 

(1) 取得株式数       900株 

(2) 取得価額     123,300千円 

(3) 取得後の所有株式数 

900株（所有割合4.76％） 

－ 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成17年４月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年４月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金   644,730  696,025 752,772   

２．受取手形    －  9,999 －   

３．売掛金   320,768  482,920 248,812   

４．たな卸資産   75,770  90,090 48,975   

５．その他   71,251  91,046 83,396   

貸倒引当金   △2,477  △8,222 △1,000   

流動資産合計     1,110,042 74.0 1,361,859 77.3   1,132,956 74.7

Ⅱ 固定資産          

１．有形固定資産 ※１ 37,827  41,677 35,337   

２．無形固定資産   19,801  23,519 19,366   

３．投資その他の資産          

(1) 投資有価証券   100,181  112,485 100,266   

(2）関係会社出資金   146,674  130,550 139,130   

(3）その他   86,219  93,055 89,419   

貸倒引当金   △425  △510 △615   

計   332,650  335,581 328,201   

固定資産合計     390,279 26.0 400,778 22.7   382,904 25.3

資産合計     1,500,322 100.0 1,762,638 100.0   1,515,861 100.0

           

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．買掛金   89,340  119,972 98,746   

２．短期借入金   250,000  257,600 190,000   

３．一年内返済予定長期
借入金 

  82,093  56,668 62,436   

４．未払金   174,602  171,004 124,811   

５．未払法人税等   50,000  62,390 91,011   

６．賞与引当金   49,000  50,000 48,000   

７．その他 ※３ 49,017  55,670 55,004   

流動負債合計     744,053 49.6 773,304 43.9   670,009 44.2

Ⅱ 固定負債          

１．長期借入金   26,972  111,665 －   

２．退職給付引当金   3,432  4,643 4,069   

３．役員退職慰労引当金   14,000  17,100 15,300   

４．その他   4,600  4,662 4,700   

固定負債合計     49,004 3.3 138,070 7.8   24,069 1.6

負債合計     793,057 52.9 911,375 51.7   694,078 45.8

           

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年４月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年４月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）          

Ⅰ 資本金     364,750 24.3 364,750 20.7   364,750 24.1

Ⅱ 資本剰余金          

１．資本準備金   165,400  165,400 165,400   

資本剰余金合計     165,400 11.0 165,400 9.4   165,400 10.9

Ⅲ 利益剰余金          

１．中間（当期）未処分
利益 

  177,072  321,121 291,540   

利益剰余金合計     177,072 11.8 321,121 18.2   291,540 19.2

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

    41 0.0 △8 △0.0   92 0.0

資本合計     707,264 47.1 851,263 48.3   821,783 54.2

負債及び資本合計     1,500,322 100.0 1,762,638 100.0   1,515,861 100.0

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,216,107 100.0 1,238,530 100.0   2,547,755 100.0

Ⅱ 売上原価     235,611 19.4 289,309 23.4   532,459 20.9

売上総利益     980,495 80.6 949,220 76.6   2,015,295 79.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費     859,504 70.7 831,628 67.1   1,677,749 65.9

営業利益     120,990 9.9 117,592 9.5   337,546 13.2

Ⅳ 営業外収益 ※１   2,411 0.2 8,519 0.7   4,106 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２   12,185 1.0 8,950 0.7   34,815 1.4

経常利益     111,216 9.1 117,162 9.5   306,836 12.0

Ⅵ 特別利益 ※３   1,050 0.1 － －   1,406 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４   1,319 0.1 － －   3,690 0.1

税引前中間（当期）
純利益 

    110,946 9.1 117,162 9.5   304,552 12.0

法人税、住民税及び
事業税 

  45,784  59,785 135,000   

法人税等調整額   △171 45,613 3.7 △9,223 50,561 4.1 △10,248 124,751 4.9

中間（当期）純利益     65,332 5.4 66,600 5.4   179,801 7.1

前期繰越利益     111,739 254,520   111,739 

中間（当期）未処分
利益 

    177,072 321,121   291,540 

          



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

(1）有価証券 

その他有価証券 

(1）有価証券 

その他有価証券 

  ①時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定しております。）を採用

しております。 

①時価のあるもの 

同左 

①時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定

しております。）を採用して

おります。 

  ②時価のないもの 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

②時価のないもの 

同左 

②時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

 時価法を採用しております。 

(2）      － (2）      － 

  (3）たな卸資産 

 移動平均法による原価法を採

用しております。 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、平成10年11月１日以降

取得した取得価額10万円以上20

万円未満の少額減価償却資産に

ついては、３年間で均等償却す

る方法を採用しております。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  有形固定資産   ３～18年 有形固定資産   ２～18年 

  

有形固定資産   ３～18年 

  

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  イ 市場販売目的のソフトウェ

ア 

 見込販売量に基づく償却額

と３年を限度とする残存有効

期間に基づく均等配分額とを

比較し、いずれか大きい額を

償却する方法を採用しており

ます。 

イ 市場販売目的のソフトウェ

ア 

同左 

イ 市場販売目的のソフトウェ

ア 

同左 

  ロ 自社利用のソフトウェア 

 社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採

用しております。 

ロ 自社利用のソフトウェア 

同左 

ロ 自社利用のソフトウェア 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率を、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

の可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち

当中間会計期間の負担額を計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち

当期の負担額を計上しておりま

す。 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務の見込額を計上し

ております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務の見込額を計上しておりま

す。 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備

えるため、当社役員退職慰労金

規程（内規）に基づく当中間会

計期間末要支給額を計上してお

ります。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備

えるため、当社役員退職慰労金

規程（内規）に基づく当期末要

支給額を計上しております。 

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

－ (1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利キャップ 

ヘッジ対象…借入金 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利キャップ 

ヘッジ対象…借入金 

  (3）ヘッジ方針 

 金利変動リスクを回避するこ

とを目的として、対象債務の範

囲内でヘッジを行っておりま

す。 

  (3）ヘッジ方針 

金利変動リスクを回避するこ

とを目的として、対象債務の範

囲内でヘッジを行っておりま

す。  

  (4）ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段の相場変動

の累計を比較し、両者の変動額

等を基礎にして判断しておりま

す。 

  (4）ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段の相場変動

の累計を比較し、両者の変動額

等を基礎にして判断しておりま

す。 

６ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

－ （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 企業会計適用指

針第６号 平成15年10月31日）を適

用しております。 

  これによる損益への影響はありま

せん。 

－ 

前中間会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

（中間貸借対照表） 

１．「投資有価証券」は、前中間会計期間まで投資その

他の資産の「その他」に含めて表示しておりました

が、当中間会計期間末において資産の総額の100分の５

を超えたため区分掲記いたしました。 

 なお、前中間会計期間末の「投資有価証券」の金額

は176千円であります。 

－ 

２．「未払法人税等」は、前中間会計期間まで流動負債

の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間

会計期間末において重要性が増したため区分掲記いた

しました。 

 なお、前中間会計期間末の「未払法人税等」の金額

は9,000千円であります。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年４月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年４月30日） 

前事業年度末 
（平成17年10月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

39,692千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

49,772千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

43,761千円 

 ２ 運転資金の効率的な調達を行うため、

取引銀行１行と当座貸越契約を締結して

おります。この契約に基づく当中間会計

期間末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

 ２ 運転資金の効率的な調達を行うため、

取引銀行２行と当座貸越契約を締結して

おります。この契約に基づく当中間会計

期間末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

 ２ 運転資金の効率的な調達を行うため、

取引銀行１行と当座貸越契約を締結して

おります。この契約に基づく当事業年度

末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 

当座貸越限度額 200,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 200,000千円

当座貸越限度額 400,000千円

借入実行残高 30,000千円

差引額 370,000千円

当座貸越限度額 200,000千円

借入実行残高 －千円

差引額  200,000千円

※３ 中間貸借対照表における消費税等の表

示方法 

 仮受消費税等と仮払消費税等は相殺

し、その差額は流動負債の「その他」に

含めて表示しております。 

※３ 中間貸借対照表における消費税等の表

示方法 

同左 

※３        － 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

※１ 営業外収益のうち主な項目 ※１ 営業外収益のうち主な項目 ※１ 営業外収益のうち主な項目 

受取利息 535千円

受取家賃 936千円

受取利息 431千円

受取家賃 3,277千円

匿名組合投資利益 4,138千円

受取利息 1,026千円

受取家賃 1,873千円

※２ 営業外費用のうち主な項目 ※２ 営業外費用のうち主な項目 ※２ 営業外費用のうち主な項目 

支払利息 3,116千円

商品評価損 3,841千円

匿名組合投資損失 5,227千円

支払利息 1,791千円

商品評価損 5,111千円

貯蔵品処分損 1,803千円

支払利息 5,445千円

商品評価損 16,095千円

匿名組合投資損失 12,770千円

※３ 特別利益のうち主な項目 ※３        － ※３ 特別利益のうち主な項目 

貸倒引当金戻入益 1,050千円  貸倒引当金戻入益 1,406千円

※４ 特別損失のうち主な項目 ※４        － ※４ 特別損失のうち主な項目 

固定資産売却除却損 1,319千円  固定資産売却除却損 3,690千円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 6,789千円

無形固定資産 1,743千円

有形固定資産 6,880千円

無形固定資産 2,023千円

有形固定資産 14,794千円

無形固定資産 3,719千円



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度において、子会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

工具器具備品 13,671 5,101 8,570 

合計 13,671 5,101 8,570 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

工具器具備品 13,685 7,844 5,840

合計 13,685 7,844 5,840

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

工具器具備品 13,671 6,468 7,203

合計 13,671 6,468 7,203

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

一年内 2,857千円

一年超 6,111千円

合計 8,968千円

一年内 2,642千円

一年超 3,327千円

合計 5,970千円

一年内 2,776千円

一年超 4,572千円

合計 7,349千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 1,355千円

減価償却費相当額 1,279千円

支払利息相当額 89千円

支払リース料 1,446千円

減価償却費相当額 1,368千円

支払利息相当額 65千円

支払リース料 2,802千円

減価償却費相当額 2,646千円

支払利息相当額 171千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

一年内 1,839千円

一年超 2,146千円

 合計 3,985千円

２．オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

一年内 1,839千円

一年超 306千円

 合計 2,146千円

２．オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

一年内 1,839千円

一年超 1,226千円

 合計 3,066千円



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

１株当たり純資産額 114,629円55銭

１株当たり中間純利益 10,588円81銭

１株当たり純資産額 68,984円04銭

１株当たり中間純利益 5,397円12銭

１株当たり純資産額 66,595円07銭

１株当たり当期純利益 14,570円63銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在していないた

め記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

   当社は平成17年６月17日をもって、

普通株式１株を２株に分割しておりま

す。 

  当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前中間会計期間におけ

る１株当たり情報は以下のとおりとな

ります。 

  なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 57,314円77銭

１株当たり中間純利益 5,294円40銭

 当社は平成17年６月17日をもって、

普通株式１株を２株に分割しておりま

す。 

  当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前事業年度における１

株当たり情報は以下のとおりとなりま

す。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 53,519円61銭

１株当たり当期純利益 10,804円23銭

  
前中間会計期間 

(自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日)

前事業年度 
(自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日)

中間（当期）純利益（千円） 65,332 66,600 179,801 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

（うち利益処分による役員賞与） （－） （－） （－） 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
65,332 66,600 179,801 

期中平均株式数（株） 6,170 12,340 12,340 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間純利益金額の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

－ 平成18年１月26日定時

株主総会決議に基づき

発行された新株予約権

600個（目的となる株

式：普通株式600株)。

なお、これらの概要は

「第４ 提出会社の状

況，１ 株式等の状況,

(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

－ 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

 平成17年４月１日開催の当社取締

役会の決議に基づき、次のように株

式分割による新株式を発行しており

ます。 

１．平成17年６月17日付をもって普

通株式１株につき２株に分割しま

す。 

(1) 分割により増加する株式数 

普通株式  6,170株 

(2) 分割方法 

平成17年４月30日最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載さ

れた株主の所有株式数を、１株

につき２株の割合をもって分割

します。 

２．配当起算日 

平成17年５月１日 

－ － 

３．当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前中間会計期

間及び前事業年度における１株当

たり情報、並びに当期首に行われ

たと仮定した場合の当中間会計期

間における１株当たり情報は、そ

れぞれ以下のとおりとなります。 

前中間会計
期間 

当中間会計
期間 

前事業年度 

１株当たり純

資産額 

28,030円42銭 

１株当たり純

資産額 

57,314円77銭 

１株当たり純

資産額 

53,519円61銭 

１株当たり中

間純利益 

1,042円45銭 

 なお、潜在

株式調整後１

株当たり中間

純利益につい

ては、潜在株

式が存在しな

いため記載し

ておりませ

ん。 

１株当たり中

間純利益 

5,294円40銭 

同左 

１株当たり当

期純利益 

10,804円23銭 

 なお、潜在

株式調整後１

株当たり当期

純利益につい

ては、潜在株

式が存在しな

いため記載し

ておりませ

ん。 

  

 



前中間会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

－  平成18年６月29日開催の取締役会に

おいて、スリープログループ株式会社

の行う第三者割当増資に対して、下記

のとおり引受を行うことを決議いたし

ました。 

１．引受の目的 

 主力商品である全自動テレマーケテ

ィングシステムを活用した新たなサー

ビスパッケージの開発、並びに相互の

販売協力を目的とした業務提携契約を

締結しており、当該提携の円滑かつ発

展的な推進を目的としております。 

２．引受の内容 

(1) 取得株式数       900株 

(2) 取得価額     123,300千円 

(3) 取得後の所有株式数 

900株（所有割合4.76％） 

－ 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。  



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付資料 

事業年度（第18期）（自平成16年11月１日 至平成17年10月31日）平成18年１月27日関東財務局長に提出。 

(2) 有価証券届出書 

平成18年２月16日関東財務局長に提出。 

(3) 訂正届出書 

平成18年２月27日関東財務局長に提出。 

平成18年２月16日提出有価証券届出書の訂正届出書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年７月22日 

株式会社ジー・エフ  

 取締役会 御中    

 あずさ監査法人  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 潮来 克士  印 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ジー・エフの平成16年11月１日から平成17年10月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年11月１日から

平成17年４月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ジー・エフ及び連結子会社の平成17年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成16年11月１日から平成17年４月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸

表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年７月14日 

株式会社ジー・エフ  

 取締役会 御中    

 あずさ監査法人  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 潮来 克士  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 守谷 徳行  印 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ジー・エフの平成17年11月１日から平成18年10月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年11月１日から

平成18年４月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ジー・エフ及び連結子会社の平成18年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成17年11月１日から平成18年４月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸

表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年７月22日 

株式会社ジー・エフ  

 取締役会 御中    

 あずさ監査法人  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 潮来 克士  印 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ジー・エフの平成16年11月１日から平成17年10月31日までの第18期事業年度の中間会計期間（平成16年11月１日から平

成17年４月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ジー・エフの平成17年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年11月１日

から平成17年４月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年７月14日 

株式会社ジー・エフ  

 取締役会 御中    

 あずさ監査法人  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 潮来 克士  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 守谷 徳行  印 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ジー・エフの平成17年11月１日から平成18年10月31日までの第19期事業年度の中間会計期間（平成17年11月１日から平

成18年４月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ジー・エフの平成18年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年11月１日

から平成18年４月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 
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